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理事会セッション 

社会と“対話”するために学会が取り組むことは？ ～学会内外の活動からの視点～ 

How should the AESJ tackle to "dialogue" with society?  

～ Viewpoint from activities inside and outside the AESJ ～ 

(2) 若手の活動から見いだせるもの～YGN 活動の経験から 

(2) Findings from YGN (Young Generation Network) activities 
＊吉永 恭平 / 三菱総合研究所 

1. YGN（若手連絡会）の勉強会とは 

 YGN とは、原子力に携わる若手世代間の連携を強めることで、若手が本来持つ活力を引き出し、その専門性

や能力を高める活動を行う日本原子力学会の連絡会である。原子力全体の活性化を図り、原子力技術の発展、

原子力に関する諸問題の解決、そのために必要となる新たな若手の育成に貢献することを目的とする。 

YGN では 2016 年より、原子力に関する重要なトピックについて若手の研鑽を深める機会として「若手勉強

会」を開催している。2021 年度は過去最多 10 回もの若手勉強会を開催し、テーマは原子力に関連させつつ

「核融合」や「核燃料サイクル」から「メディア」や「義務教育」など幅広い。新型コロナウイルス感染防止

対策のため Zoom にて開催されたが、毎回学会内外（4 割程度は非学会員）から平均して約 80 名の参加者が

集まり、盛況な質疑と懇親が行われている。 

2. 若手勉強会開催における工夫 

 本稿では、若手勉強会に類するイベント開催において常に重要な切り口と考えらえる①テーマ設定、②参

加者募集、③当日の会の活性化、の 3 点に関する若手勉強会が培ってきたノウハウを紹介する。 

①若手勉強会のテーマ設定は、企画立案者の興味関心を核として設定される点に特徴がある。企画立案者

自らが知りたいことを自らで探究する姿勢が、他の参加者の興味関心に刺さる内容につながっている。また、

設定したテーマそのものに興味のフックが多いことも特徴的だ。例えば第 22 回開催の若手勉強会「放射線は

義務教育でどのように教えられているか」は、テーマの切り口が「放射線（原子力）x 義務教育」と整理でき

るが、原子力業界の専門家・研究者として興味を持つ方が多いことはもちろんのこと、一国民としても興味

関心のあるテーマである。若手勉強会はこうした原子力の研究目線に寄りすぎない独自の切り口が、多くの

人にとって魅力的なテーマ設定につながり、結果として多様な主体から参加者が集まる会となっている。 

②参加者募集について、若手勉強会は参加者数の増加を目的とした会ではないが、一つの指標として重視

している。若手勉強会では①にて紹介した通りテーマが多岐にわたる特徴があるため、A.学会メーリスおよ

び非学会員も含まれる B.YGN のメーリスを使った幅広い方々への情報発信に加えて、テーマに興味のありそ

うな C.各大学や知人へ個別に開催広報を行っている。結果として前述の A～C の 3 大チャネルから、テーマ

ごとに特色のある多様な主体から多数の参加があり、非学会員の参加者も毎回 4 割程度に達している。 

③当日の会の活性化は、会そのものの質向上、参加者の満足度向上において重要と考える。YGN のイベント

は、「会議で得た情報を参加者は自由に使用してもよいが、発言者及びその他の参加者の身元・所属団体は明

かしてはならない」というチャタム・ハウス・ルールを適用して心理的安全性の高い自由な議論の場を担保

している。また、Zoom での開催が中心となった現在は、Slido（https://www.slido.com/jp）という双方向性

の高いツールを利用しており、講演中に質問を募集し、講演直後に投稿された質問に一問一答形式で回答す

る時間を設けている。これにより参加者の声が講演者に必ず届き、双方向の意見交換の場を実現している。

こうした取り組みが功を奏し、毎回参加者からは高い満足度と次回参加を希望する声を頂いている。 

3. 勉強会の開催実績から考える社会との“対話” 

対話において非常に重要な要素として“対話の場”の設定がある。対話の場は、対話に参加する参加者に
とって自由で平等な場であることが双方の参加の条件となる。例えば、双方にとって共通点のあるテーマか、
双方に偏りなく情報が事前共有されているか、双方が同じ条件で発言できる場が設計されているか、といっ
た条件が揃っていることが、多様なステークホルダーと対話を始める第一歩であると考える。 
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